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１．問題と目的

　文部科学省の調査結果（2021）によると、2020 年度

に 30 日以上登校せず「不登校」とみなされた小・中

学生の人数は 196,127 人で８年連続で増加し、その内

約 55％の不登校児童生徒が 90日以上欠席していること

がわかった。不登校の主な要因は「無気力・不安」の

46.9％が突出しているが、「生活リズムの乱れ、あそび、

非行」の 12.0％と並び、「親子の関わり方」や「家庭内

の不和」など家庭に係る状況も 13.6％と見過ごせない

割合となっている。文部科学省は結果の背景を「新型

コロナウイルス感染症によって学校や家庭における生

活や環境が大きく変化し、子供たちの行動等にも大きな

影響を与えていることがうかがえる」とまとめ、対策

として「引き続き周囲の大人が子供たちの SOSを受け止

め、組織的対応を行い、外部の関係機関等に繋げて対

処していくことが重要」であり、「個々の児童生徒の状

況に応じた必要な支援や、スクールカウンセラー（以下、

SC）、スクールソーシャルワーカー（以下、SSWer）、関

係機関との連携による教育相談体制の充実を推進する」

ことなどを挙げている（文部科学省、2021）。

　一方、小・中・高等学校・特別支援学校におけるい

じめの認知件数は前年度に比べて 15.6％減少し、小・

中・高等学校における暴力行為の発生件数も前年度よ

り 16.0％減少したものの、小・中・高等学校から報告

された児童生徒の自殺者の人数は 415 人で 1974 年の調

査開始以降で最多となった（文部科学省、2021）。同じ

く 2020 年度に児童相談所で対応した児童虐待相談件数

も 205,029 件（速報値）で過去最多となっていること（厚

生労働省、2021）、経済的観点からは 2019 年度の子ども

の相対的貧困率（等価可処分所得の中央値の半分未満の

世帯の割合）は 13.5％で 7.5 人に１人の子どもが貧困

であること（厚生労働省、2020）などから、子どもをめ

ぐる状況は年々厳しさを増しており、コロナ禍でその

厳しさが「極めて憂慮すべき状況」（文部科学省、2021）

になっていることがわかる。

　このように、子どもの置かれた環境や子どもを取り

巻く問題は多様化・複雑化しており、学校に対しても、

より広い範囲における役割が求められるようになって

きた。たとえば、2015 年に閣議決定された「子供の貧

困対策に関する大綱」では、学校を、子どもの貧困対策

のプラットフォームとして位置付け、総合的に対策を

推進することとされており、学校は学習支援などの直接

支援の他に福祉関連機関との連携の窓口となることが

期待されている。しかし、従来の学校組織の在り方が

変わっていかなければ、現場は対応に追われて疲弊し、

教師のメンタルヘルスの低下につながり、結果的に学校

組織としての機能不全状態に陥る可能性もありうる（坪

田、2021）。

　このように、学校のもつキャパシティを超えるよう

な多様な問題と対応が増え続ける状況を受けて、1995

年から SC 活用事業により SC が学校に導入され、2008

年には SSWer 活用事業が開始された。2015 年の「チー

ムとしての学校の在り方と今後の改善方策について（答

申）」では、教師が心理や福祉等の専門職等と連携・分

担する「チーム学校」構想が打ち出されている。さらに

文部科学省は 2017 年度の予算概算要求において「いじ

め防止対策のためのスクールロイヤー（以下、SL）活用

に関する調査研究」を提示するなど、「チーム学校」を

構成する外部の専門家の職種を拡げている。専門性や

価値観が異なる多種多様な専門家と教師が連携して効

果を上げるために、両者が留意すべき点にはどのよう

なものがあるだろうか。

　第一筆者は、臨床心理士・公認心理師の資格を有する

臨床心理学の専門家として、長年、主に公立小学校に

おいて学校コンサルテーションを行ってきた。学校と

の関わりが始まった頃は不登校に関する相談が多かっ

たが、近年は特別支援教育に関する内容が増えている。

第二筆者は、埼玉県の公立中学校教諭、教頭、小学校長、

市教委、県教委を経て、現在は教職大学院の専任教員と

して教育学部の教員養成にかかわっている。学校実践、
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教育行政実務の経験を活かしながら次代を担う教員養

成、学校実践の在り方を大学院生、学生たちと模索し

ている。

　筆者らはこれまで、それぞれの経験と専門性の違いを

ベースとして、日本の学校教育における教師のやりが

いや長時間労働の課題と働き方改革などに関心を寄せ

て、研究を行ってきた。本研究のテーマでは、まず関東

地方のＡ県内Ｂ市・Ｃ市の公立小・中学校の管理職 111

名とＤ市・Ｅ市の公立小・中学校の教諭 102 名を対象

として質問紙調査を実施した。質問項目は、SC、SSWer

などの専門家との連携経験の有無と相手の職種、連携

した事例の内容、連携推進のために必要だと考えるこ

と、連携の良さと課題、など７項目であった。その結果、

多職種との連携経験は管理職 95％、教諭 80％が持って

おり、連携した専門家の職種は、共通では SC・さわや

か相談員（Ａ県が主に公立中学校に配置する相談スタッ

フ）・児童相談所員が多く、小学校教諭では外国籍の子

ども向け日本語教師、中学校では警察、管理職では民

生委員・SSWer が多数選択された。連携の必要性を感じ

た事例は対象者のほぼ全員が持っており、主な内容は

「不登校」「特別支援教育」「外国籍の子どもへの日本語

指導」「保護者対応」だった。連携推進のために必要な

こととして「学校に勤務する専門家同士が勤務日を合

わせる」「管理職のリーダーシップ」「専門家と教師の

定期的な打ち合わせ」「専門家による校内研修で専門領

域を身近に感じる」「教師同士の連携による基盤づくり」

「多職種の業務と専門内容の共通理解をはかる」が挙げ

られた。自由記述で多数を占めた連携の課題は「時間・

場所・人の確保が困難」「連携の方法がわからない」な

どだった（尾﨑・安原，2020、尾﨑・安原，2021）。調

査結果から、連携の相手の職種は多岐にわたっており、

特に教師は、良い連携経験があると連携を前向きにとら

える傾向が読み取れたため、現場の教師はこの結果をど

のように受け止めるか、またどのような連携経験を持っ

ているか、などより詳しい情報を得て多角的に検討す

ることが、教育現場の実態をとらえる上で有益である

と考えた。そこで、現職の教諭と退職校長を対象とし

た面接調査を企画した。

　本報告は、学校における多職種連携の現状とニーズお

よび課題に関する考察を、学校現場をよく知る教師た

ちにインタビューすることにより質的に深めて、多職

種の専門家と教師との連携が効果的に行われるための

推進要因と、阻害する要因を探る一助となることを目

的とする。インタビューの対象者がいずれも筆者らと面

識があることと少人数であるため、今後のインタビュー

調査の充実を目指す予備的調査と位置付ける。

２．方法

１）グループインタビュー調査

実施時期：202X 年３月

対象者： Ａ県内の公立小・中学校に勤務する現職教諭

７名。第二筆者の授業受講者。いずれも教職

経験年数が８年以上 15年以下であった。

手続き： 当該年度の授業がすべて終了した段階で、第二

筆者から授業受講者に調査への協力依頼を呼

びかけた。協力できると回答した対象者に「座

談会「学校と多職種連携について」のご参加の

案内」をメール添付で送付した。学校種別に

小学校３名と中学校４名に分けて、同じ日の

午前と午後に 90分ずつ、Zoom 開催で実施した。

第一筆者、第二筆者ともに出席した。方法は、

ディスカッションのテーマを４つ設定し、そ

れを元に自由に話してもらう形式とした。テー

マは、①「チーム学校」「多職種連携」という

時に思い浮かべる多職種とその理由、②多職

種の専門家との連携が必要だと感じた事例の

有無とその理由、③多職種連携の経験の有無

と他の教師から聞いた連携事例の有無、④多

職種連携の良さと課題、であった。

２）インタビュー調査

実施時期：201X － 2年 12月、202X 年 10月

対象者： Ａ県内の公立小・中学校の管理職経験者３名。

第一筆者、第二筆者ともに知人。

手続き： 本研究の目的とこれまでの研究結果の概略を

説明し、研究結果に関する感想や多職種連携

の経験などについてお話を伺いたいことを伝

えて、調査への協力を依頼した。１名は筆者

２名が同席して対面で行い、２名は第一筆者

が Zoom で行った。実施時間は 90分から 120分

だった。方法は半構造化面接を用いた。主な

質問項目は、多職種連携の経験の有無と感想、

負担感、連携の課題、「チーム学校」について

の考え、であった。

３）倫理的配慮

　それぞれの対象者に向けて、研究目的と結果の公表

について調査協力依頼メール本文と口頭で説明を行い、

了解を得た。またインタビューの回答内容については、

回答者個人が特定されないように、論文の記述に十分

な配慮を行った。

３．結果

　それぞれの調査で話された内容から、共通して出て

きたキーワードを抽出し、それにまつわる対象者の説

明を拾い上げた。『　』内の言葉はキーワードを指し、「　」

内はその言葉にまつわる説明である。

１） 小・中学校の教諭の話から抽出されたキーワード

と説明

　小・中学校ともに連携した経験のある専門家や外部

機関は多岐にわたっており、筆者らの実施した質問紙

調査の結果と合致していた。SC、SSWer、さわやか相談員、

警察の少年係、児童相談所員は小・中学校ともよく連

携した職種だった。小学校では中学校の教師を連携相

手に挙げた方もいた。中学校では、医療関係者（医師

による診察、発達臨床支援など）、教育センター（相談



－11－

学校における多職種連携の現状とニーズに関する研究（２）

室、適応指導教室）、学習支援員、民生委員、英語 ALT、

図書館司書、ゲストティーチャー、弁護士、と様々な

職種との連携経験があり、複数の事例が紹介された。

　グループインタビューで頻出したキーワードは『つ

なぐ』『教師のプライド』『同僚性』であった。グループ

インタビューの結果を、３つのキーワードを基にして

図１にまとめた。

　『つなぐ』は事例の紹介の中で頻出した言葉だった。

「不登校の子どものケースで、中学校のさわやか相談員

に小６の後半から関わってもらって、中学校入学後の

生活につないでもらった」「SCに市の教育センターやフ

リースクールにつないでもらった」など、特に不登校

の子どもへの支援について豊富な連携経験が語られた。

小学校教諭のグループ（以下、小学校グループ）からは「SC

が積極的に関わってくれた」「小２から小５までなど長

いスパンで関わってもらった」「SSWer が家庭訪問して

くれ、保護者支援もしてくれたことがよかった」とい

う感想が述べられ、早い時期に導入された専門家が機能

している様子がうかがえた。一方、中学校教諭のグルー

プ（以下、中学校グループ）では「“教職員がまとまっ

ていこうよ”というのが現場感覚」「生徒の非行対応で

は教師同士がつながって行うことが効果的だった」「相

談部会の話し合いから医療や教育センターにつなげた」

「ちょっとした問題では専門家に頼めない」などの感想

が多く、様々な職種との連携経験は多いが、まずは教

職員が協力し合うことが大切であるというとらえ方の

傾向が感じられた。この傾向は、『教師のプライド』『同

僚性』とつながるものかもしれない。

　『教師のプライド』は、関連ワードとして『評価され

たくない気持ち』『頼れない・すがれない』があった。

「“こんなクラスにしたい”という理想やイメージを持っ

ている先生が多いので、プライドをつぶさないように

配慮している」「授業を見られるのがいやで専門家を避

ける傾向があるのではないか」「自分のやり方に信念が

あるので、そこにふれない内容だと専門家の意見は聞

かない」（小学校グループ）「自分ひとりでやりたいプラ

イドがある。使命感があるのですがるものにもすがれ

図１ 学校における多職種連携に関わる３つのキーワードと、連携阻害・推進要因（小学校・中学校グループ）

『つなぐ』は事例の紹介の中で頻出した言葉だった。「不

登校の子どものケースで、中学校のさわやか相談員に小6の
後半から関わってもらって、中学校入学後の生活につない

でもらった」「SC に市の教育センターやフリースクールに
つないでもらった」など、特に不登校の子どもへの支援につ

いて豊富な連携経験が語られた。小学校教諭のグループ（以

下、小学校グループ）からは「SCが積極的に関わってくれ
た」「小2から小5までなど長いスパンで関わってもらった」
「SSWerが家庭訪問してくれ、保護者支援もしてくれたこ
とがよかった」という感想が述べられ、早い時期に導入され

た専門家が機能している様子がうかがえた。一方、中学校教

諭のグループ（以下、中学校グループ）では「“教職員がま
とまっていこうよ”というのが現場感覚」「生徒の非行対応で
は教師同士がつながって行うことが効果的だった」「相談部

会の話し合いから医療や教育センターにつなげた」「ちょっ

とした問題では専門家に頼めない」などの感想が多く、様々

な職種との連携経験は多いが、まずは教職員が協力し合う

ことが大切であるというとらえ方の傾向が感じられた。こ

の傾向は、『教師のプライド』『同僚性』とつながるものかも

しれない。

『教師のプライド』は、関連ワードとして『評価されたく

ない気持ち』『頼れない・すがれない』があった。「“こんな
クラスにしたい”という理想やイメージを持っている先生が
多いので、プライドをつぶさないように配慮している」「授

業を見られるのがいやで専門家を避ける傾向があるのでは

ないか」「自分のやり方に信念があるので、そこにふれない

内容だと専門家の意見は聞かない」（小学校グループ）「自分

ひとりでやりたいプライドがある。使命感があるのですが

るものにもすがれない」「自分のペースを乱されたくない」

「全能感があり、“これもできないのか”と言われたくない」
「部活・授業・生徒指導の 3 つができて一人前という文化
があり、ひとりですべてやることが美徳」「クローズドの部

分があるという、教師ならではの課題がある」（中学校グル

ープ）など、プライドに関する説明は数多く聞かれた。

そもそも、連携しようにも専門家が何をしてくれるのか

という知識がない、また、いつ来るのか勤務日がわからない、

学校への配置すら知らされない場合がある、という声もあ

り、「訴訟レベルのトラブルが起こった時、市町村に顧問弁

護士がいることを知って頼ることができた」「どういう連携

モデルがあるのか知りたい」「（SCやSSWerなど学校に勤
務している場合はよいが、児童相談所やSLなどまったくの
外部の専門家との連携の場合は）行政的な手続きの方法や

制度など知らないことが多すぎる」「SC の仕事内容を知ら
なかった」「異質なもの、知らないものへの抵抗感には個人

差があるが、知らないことだから面白いし助かる」と語られ、

専門家との連携には仕事内容に関する知識や活用について

の情報提供が重要と考えられていた。「初任者研修などで連

携について学んでおくとよいのではないか」という意見が

あった。

連携の課題としては、「日常ではなく特別な存在」「うちと

けるのに時間がかかる」「話や雑談をする時間がない」「信頼

関係をどう築くか」「長く居ると同僚性が出てくるのでよい」

など『同僚性』が挙がった。関連して守秘義務、個人情報の

取り扱いの話題も出た。他に、「学校と専門家との意見の相

違」「前例主義」「手間が増える」「学校規模に応じた来校数

になっていない」も課題といえるが、「学校だけでなんとか

しようと思わない」「管理職だけでなく教師ひとりひとりが

学校づくりに参画する意識が高まると連携の基盤ができる

のではないか」「活動が軌道に乗れば楽になる」など解決に

向けての提案もあった。

全体的に『連携の良さの実感』ができれば連携は進むので

はないかとする感想が多く、「（専門家に）頼るきっかけは

「先生はクラスもあって大変ですね」という相談員のひと

ことで、自分自身を振り返ることができた」「SC との連携

【図１　学校における多職種連携に関わる３つのキーワードと、連携阻害・推進要因（小学校・中学校グループ）】

ない」「自分のペースを乱されたくない」「全能感があり、

“これもできないのか”と言われたくない」「部活・授業・

生徒指導の３つができて一人前という文化があり、ひ

とりですべてやることが美徳」「クローズドの部分があ

るという、教師ならではの課題がある」（中学校グルー

プ）など、プライドに関する説明は数多く聞かれた。

　そもそも、連携しようにも専門家が何をしてくれるの

かという知識がない、また、いつ来るのか勤務日がわか

らない、学校への配置すら知らされない場合がある、と

いう声もあり、「訴訟レベルのトラブルが起こった時、

市町村に顧問弁護士がいることを知って頼ることができ

た」「どういう連携モデルがあるのか知りたい」「（SCや

SSWer など学校に勤務している場合はよいが、児童相談

所や SLなどまったくの外部の専門家との連携の場合は）

行政的な手続きの方法や制度など知らないことが多すぎ

る」「SCの仕事内容を知らなかった」「異質なもの、知

らないものへの抵抗感には個人差があるが、知らないこ

とだから面白いし助かる」と語られ、専門家との連携に

は仕事内容に関する知識や活用についての情報提供が重

要と考えられていた。「初任者研修などで連携について

学んでおくとよいのではないか」という意見があった。

　連携の課題としては、「日常ではなく特別な存在」「う

ちとけるのに時間がかかる」「話や雑談をする時間がな

い」「信頼関係をどう築くか」「長く居ると同僚性が出

てくるのでよい」など『同僚性』が挙がった。関連し

て守秘義務、個人情報の取り扱いの話題も出た。他に、

「学校と専門家との意見の相違」「前例主義」「手間が増

える」「学校規模に応じた来校数になっていない」も課

題といえるが、「学校だけでなんとかしようと思わない」

「管理職だけでなく教師ひとりひとりが学校づくりに参
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画する意識が高まると連携の基盤ができるのではない

か」「活動が軌道に乗れば楽になる」など解決に向けて

の提案もあった。

　全体的に『連携の良さの実感』ができれば連携は進む

のではないかとする感想が多く、「（専門家に）頼るきっ

かけは「先生はクラスもあって大変ですね」という相

談員のひとことで、自分自身を振り返ることができた」

「SCとの連携から学びを得られた。自分がカウンセリン

グを受けているようだった」「１回の体験が大きい。良

さを感じるとポジティブな思いが湧く」「成功体験の積

み重ねが大事」「連携はハードルが多くて大変だが、良

さを実感できたら一歩踏み出す気持ちが持てる」「不登

校生徒の教育相談で SCに重荷を背負ってもらった。そ

のことで客観的になれた」「相談員は教師と生徒の間の

ワンクッションで、ありがたい」「生徒や保護者との潤

滑油となってくれた」のように、連携推進には教師自

身の成功体験の影響が大きいことが推測された。

２） 小・中学校の管理職経験者の話から抽出された

　　キーワードと説明

　対象者３名のインタビューで重要であった言葉や概

念を抽出しキーワードにまとめたところ、『専門家の力

量』『教師文化』『管理職のリーダーシップ』となった。

結果を図２に示す。

　３名とも連携経験は豊富で、連携相手も多様だった。

SC、SSWer、さわやか相談員、児童相談所員の他、警察、

市の教育委員会の相談員、主任児童指導員、民生委員、

ゲストティーチャー（高等学校の部活動の生徒、地域の

職人の方）、看護師、学校警備員などが挙げられた。地

域の方々を大切に考え、学校に招いたり地域の行事に

参加したりするなど、きめ細やかにおつきあいされる

様子は小・中学校グループでは出なかった話題で、管

理職ならではの特徴だと思われる。「専門家の知見を借

りて仕事をしてきた」「学校運営では外の力を借りるべ

きだと思っていたし、とても助けられた」「先生方を守

らなければと思っていた。ネグレクトなどの虐待の難

しいケースは学校でできることに限界がある。できる

だけ早く専門家と協力しないと、“学校は何をしていた

んだ”ということになる」など、専門家との連携や活

用は管理職として切実な課題だったことがうかがえた。

　連携の良さについて「保護者と子どもの安心感につ

ながる」「時間はとられるが効果が大きいので負担では

ない」「子どもが安心して学校に来られるようにするの

が校長の仕事。子どものバックアップをしていただけ

るのがありがたい」「地域を巻き込み、子どもを守るネッ

トワークづくりを心がけていた」など、子ども・保護者・

教師を守るという観点からのお話が多かった。管理職な

ら当たり前の発想なのかもしれないが、学校教育の基盤

となる観点であると考えられる。この観点を学校全体で

共有することは重要で、１）の小学校グループから出た

「管理職だけでなく教師ひとりひとりが学校づくりに参

画する意識がさらに高まると、連携の基盤ができるの

ではないか」という意見が説得力を増して納得できた。

　連携の課題については、「誰にメリットがあるのかが

わかりにくい。みんな困っているはずなので、メリッ

トが実感できると活用が進む」「ぎりぎりまで学校で抱

えてしまうので、予防的活用が少ない」点が挙げられた。

　管理職においては、学校運営の観点からの多職種連

携という特徴が浮き彫りになり、それゆえに専門家に

対しても高い力量を求めていることが感じられた。ま

た管理職自らのリーダーシップに重きが置かれていた。

　『専門家の力量』に関連して「教師が気づかなかった

子どもの特性に気づいて知らせてくれた」「発達障がい

についての理解がある方だと助かる」「高い専門性を持

つがそれをふりかざさない」「主役は教師なので、先生

方が助かることをさりげなくやってくださる方はあり

【図２　学校における多職種連携に関わる３つのキーワードと、連携阻害・推進要因（管理職経験者）】

から学びを得られた。自分がカウンセリングを受けている

ようだった」「1回の体験が大きい。良さを感じるとポジテ
ィブな思いが湧く」「成功体験の積み重ねが大事」「連携はハ

ードルが多くて大変だが、良さを実感できたら一歩踏み出

す気持ちが持てる」「不登校生徒の教育相談でSCに重荷を
背負ってもらった。そのことで客観的になれた」「相談員は

教師と生徒の間のワンクッションで、ありがたい」「生徒や

保護者との潤滑油となってくれた」のように、連携推進には

教師自身の成功体験の影響が大きいことが推測された。

２）小・中学校の管理職経験者の話から抽出されたキーワ

ードと説明

対象者 3 名のインタビューで重要であった言葉や概念を
抽出しキーワードにまとめたところ、『専門家の力量』『教師

文化』『管理職のリーダーシップ』となった。結果を図2に
示す。

図２ 学校における多職種連携に関わる３つのキーワードと、連携阻害・推進要因（管理職経験者）

3名とも連携経験は豊富で、連携相手も多様だった。SC、
SSWer、さわやか相談員、児童相談所員の他、警察、市の教
育委員会の相談員、主任児童指導員、民生委員、ゲストティ

ーチャー（高等学校の部活動の生徒、地域の職人の方）、看

護師、学校警備員などが挙げられた。地域の方々を大切に考

え、学校に招いたり地域の行事に参加したりするなど、きめ

細やかにおつきあいされる様子は小・中学校グループでは

出なかった話題で、管理職ならではの特徴だと思われる。

「専門家の知見を借りて仕事をしてきた」「学校運営では外

の力を借りるべきだと思っていたし、とても助けられた」

「先生方を守らなければと思っていた。ネグレクトなどの

虐待の難しいケースは学校でできることに限界がある。で

きるだけ早く専門家と協力しないと、“学校は何をしていた
んだ”ということになる」など、専門家との連携や活用は管
理職として切実な課題だったことがうかがえた。

連携の良さについて「保護者と子どもの安心感につなが

る」「時間はとられるが効果が大きいので負担ではない」「子

どもが安心して学校に来られるようにするのが校長の仕事。

子どものバックアップをしていただけるのがありがたい」

「地域を巻き込み、子どもを守るネットワークづくりを心

がけていた」など、子ども・保護者・教師を守るという観点

からのお話が多かった。管理職なら当たり前の発想なのか

もしれないが、１）の小学校グループから出た「管理職だけ

でなく教師ひとりひとりが学校づくりに参画する意識がさ

らに高まると、連携の基盤ができるのではないか」という意

見が説得力を増して納得できた。

連携の課題については、「誰にメリットがあるのかがわか

りにくい。みんな困っているはずなので、メリットが実感で

きると活用が進む」「ぎりぎりまで学校で抱えてしまうので、

予防的活用が少ない」点が挙げられた。

管理職においては、学校運営の観点からの多職種連携と

いう特徴が浮き彫りになり、それゆえに専門家に対しても

高い力量を求めていることが感じられた。また管理職自ら

のリーダーシップに重きが置かれていた。

『専門家の力量』に関連して「教師が気づかなかった子ど

もの特性に気づいて知らせてくれた」「発達障がいについて

の理解がある方だと助かる」「高い専門性を持つがそれをふ

りかざさない」「主役は教師なので、先生方が助かることを

さりげなくやってくださる方はありがたかった」「やる気の

ある方がいい」「専門性が足りない方がいた」「仕事を頼みづ

らい方もいる」「優秀なSCには、体調などが心配な先生の
様子も見ていただいていた」といった意見があり、専門性の

高さはもちろんのこと、教師のプライドや学校状況にも配

慮でき、さりげない支援ができる専門家に信頼が寄せられ

ることが理解された。

専門家に力量があっても、学校の風土やいわゆる『教師文

化』に合わないと活動がうまく展開しないケースがあるこ

とへの言及も多かった。『教師文化』とは「抱え込む傾向が



－13－

学校における多職種連携の現状とニーズに関する研究（２）

がたかった」「やる気のある方がいい」「専門性が足りな

い方がいた」「仕事を頼みづらい方もいる」「優秀な SC

には、体調などが心配な先生の様子も見ていただいて

いた」といった意見があり、専門性の高さはもちろん

のこと、教師のプライドや学校状況にも配慮でき、さ

りげない支援ができる専門家に信頼が寄せられること

が理解された。

　専門家に力量があっても、学校の風土やいわゆる『教

師文化』に合わないと活動がうまく展開しないケースが

あることへの言及も多かった。『教師文化』とは「抱え

込む傾向がある」「先生のプライドを大切にすることが

大事」「助けてもらう力が弱い先生がいる。“助けて”と

言っていいという雰囲気が無い」「評価を気にする。指

導力がないと思われたくない」「応援してもらうという

発想がない」「前例踏襲の傾向があり、議論にならない」

ことなどを指す。それゆえ、管理職は「“助けて”と言

いやすいオープンな雰囲気をつくる」「安心感を持って

もらえるよう、先生方によく声をかけていた」「学期ご

とに教職員と専門家など学校に関わっている人が全員

集まる会を開いて、みんなで子どもの話をした」「立ち

話を大切にした」といった工夫をされていた。「校長は

明るい方がよい」「校長のキャラクターや介入によって

学校は変わる」「管理職にはパワーが必要」という認識

は共通で語られ、「先生が育つように仕掛けを作って外

部の方を学校に入れるとうまくいく」「完璧を求める文

化からトライできる文化になるとよい」「マネジメント

が大切」と、管理職ができること・するべきことと考

えている点について持論が語られた。

　多職種連携に関する印象・取組は「学校種によって違

う。小学校はほぼ毎日保護者や地域の方が来られるの

で、外から人が来ることに抵抗がない。中学校、高校は、

（外の人が入る）文化が無い」「先生の世代によって受け

とめの違いがある。SCがいるのが当たり前の世代は抵

抗感が少ない」とされ、「SC、SSWer の配置に予算をか

けるかどうかは自治体次第」なので、専門家と出会う

機会の多寡も連携への抵抗感と関係することが推測さ

れた。この点は、小学校グループで出た「学校規模に

応じた来校数になっておらず、相談ニーズは高いのに

応じられない」という指摘と通じるものがあった。

　教師文化に配慮しつつ専門家の活用をうまく進めて

いくためには『管理職のリーダーシップ』は重要で、「非

常勤の方が増えると勤務時間の管理など教頭が大変」

「打ち合わせや話し合いには時間がかかり、SCの勤務時

間内ではできない」ので時間管理が大切であるとの観

点、「SCや SSWer、さわやか相談員は業務のすみ分けが

必要。長欠や発達に特性のある子どもへの対応は SC、

小さないじめなどの問題対応はさわやか相談員、家庭

内の困りごとは SSWer から民生委員さんにつないでも

らうなど、専門家の職務内容や経歴に合わせて担当を

決める」という職務分担の観点が挙げられた。その他、

秘密保持、危機管理、地域や専門家とのネットワーク

づくりの観点からのお話もあり、管理職はリーダーシッ

プを発揮し、様々なマネジメントに配慮する重要性が

強調された。

４．考察

１） 学校文化・教師文化の理解と専門家がもつ文化の

すり合わせについて　　

　今回の調査結果は、先行して実施した筆者らの質問紙

調査の結果（尾﨑・安原、2020、2021）を質的に補完す

るものとなった。教諭と管理職経験者双方の結果から、

学校や教師には、学校の問題は学校で対応する・教師は

人に頼らずまずは自身でなんとかしようとするという

文化があり、専門家にはその文化を理解し、教師のプラ

イドを尊重した活動展開が求められることがわかった。

　第二筆者の安原（2021）が 2019 年に埼玉県 F市の小・

中学校教師400名を対象に行った質問紙調査の結果によ

れば、困難や課題の解決に向けての取組についての設問

の回答は、小・中学校ともに「個人で」「学年で」「学校

全体で」取り組むとしたものを合わせると約８割となっ

ており、学校で起こる問題は学校の中で解決しようと

し、「関係機関等」「保護者地域」「ボランティア市民団体」

「大学・研究機関」との取組はほとんど選択されなかっ

た。このことは、本研究のインタビューの中で指摘さ

れた「前例踏襲主義」「教師がひとりで抱え込みやすい」

「“助けて”と言えない」学校文化・教師文化の根強さを

示す一例といえよう。

　定森（2005）は、学校と心理の専門家の領域において

は文化の差異があるとし、両者の適切な異文化交流を

促進して、新しい教育文化の創造を目指すことを、様々

な価値や個性的な要素の強さがパレットの中で仲良く

共存して全体としてひとつになって存在する「カラーパ

レットのような学校づくり」と表現している。学校文化

は主に集団を対象とし、日常生活全般において関わり、

指導的かつ問題解決的な発想が中心で、教師もまた「集

団の中の一員としての個」という視点が強く集団から

はずれることを問題ととらえがちである（坪田、2021）。

それに対して心理の文化は主に個人が重視され、相談

室などの非日常で一時的なかかわりが中心となる。学

校文化とは異なり、基本的に個人の内面に寄り添うこ

とが重視され、個人の自己実現に重点が置かれる。坪

田（2021）は、「教員と SCでは受けてきた教育が根本的

に違うため、アプローチやその根底にある原理が違って

いることが自然であり、学校に入る SCはこの文化の差

異について、常に意識しておくことが大切」としている。

また神内（2020）は、文部科学省が 2020 年度から SLを

全国に 300 人配置する構想を示したことについて、私

立高校に勤務する教師であり子どもの権利が問題にな

る事件を専門的に扱う弁護士でもあるという立場から、

「現状ではSLには専門性も独自性も担保されているわけ

ではなく、教員免許も教員経験もないことから、増員

されたからといって、教員よりも適切にいじめや保護

者に対応できるという保証はどこにもない」と疑問を

呈している。外部の専門家が学校との連携において専
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門性を発揮できるためには、まず少数派の専門家の方

が学校文化と自己のもつ文化の違いを理解し、どのよ

うにすれば役に立てるかを考えながら活動し、発信し

ていくことが肝要であると考える。定森（2005）のいう「カ

ラーパレットのような学校づくり」を理想とし、学校

と専門家それぞれの文化が調和する連携を目指したい。

２）専門家に求められている役割について

　外部の専門家として最も古くから学校現場に導入さ

れ広く定着しているSCは、「導入以来、学校というフィー

ルドでいかに機能しうるかを模索」（松岡、2011）して

おり、活動理念や歴史、実践事例と工夫、など幅広い

領域で効果検証などの研究が積み重ねられている。導

入当初は、学校臨床心理士ワーキンググループによっ

てスクールカウンセリング活動のガイドラインが設定

され（大塚、1995）、学校においては直接的な援助より

もコンサルテーションのような間接的な援助を優先す

るという方針が重要視された。近年は、活動方針や内容、

学校のニーズにも変化がみられる。松岡（2011）は、吉澤・

古橋（2009）が中学校教師を対象に行った SC活動の評

価に関する調査結果にふれて、「教師は特にカウンセリ

ングの面では SCの専門性を認め、力を発揮してもらい

たいと考えている、という大きな意識の変化をなして

いる」とした上で、「これまでの教育相談の歴史を理解

し、そこから生まれている教師の持つイメージも理解

した上で連携を行うことが SCの工夫として必要」とま

とめている。

　栗木ら（2020）も中学校の実践事例から、教師が

SSWer と共に生徒を支援していく中で、教師が SSWer の

役割を認知し、期待する仕事の内容が広がっていった

様子を紹介している。本研究結果からは教師が「連携

する良さを実感」すると連携が進む可能性が示唆され

たので、専門家は教師と関わりながらニーズをつかみ、

そのニーズにできるだけ沿った活動を行い、連携する

良さを実感してもらえることに留意する必要があると

いえよう。

　ただし、学校ニーズは個別性が高く、つかみづらい内

容もあると考えられる。新保ら（2021）は、教育委員会

を通して学校から SSWer に依頼があった 51例の依頼内

容を分析し、SSWer には①何が問題かはっきりしておら

ず、生活を全体的な視点から検討しその問題を明らか

にする、②繋がりが悪い状況を改善する、③子どもま

たは保護者の問題意識や動機づけを行う、の３点が期待

されていることを見出した。漠然とした依頼内容であっ

ても、丁寧に対応することで専門性の理解が深まると

考えられる。

　専門家には、職務内容を理解してもらえるようわか

りやすく説明したりモデルケースを示したりするよう

な丁寧な関わりを心がけることとともに、期待された

役割を適切に果たすことが求められる。専門性を磨き、

プロフェッショナルとしての力量を示して信頼を得る

ことは、活動の前提であろう。それだけに、任用されて

いる SCや SSWer の資質にばらつきがあることが、管理

職経験者へのインタビューや青木ら（2020）の論文で指

摘されていることは残念である。プロの専門家として任

用されている以上「研鑽に励み、より高い専門性を身

に付け学校で役に立つ、児童生徒の役に立つ人材であっ

てもらいたい」「学校経営に関して提言するくらいにコ

ミットしてもらいたい」との山本（青木ら、2020）の苦

言を心して受け止めたい。

　なお、今回の小学校・中学校グループのインタビュー

の中で「専門家が何をしてくれるのかの知識がない」「連

携手続きの方法や制度など知らないことが多すぎる」と

いう意見があり、知らないということも大きな負担感

につながっていることが推測された。自治体の広報に

任せるだけでなく、具体的なつなぎ役の窓口が設置さ

れていると、連携は飛躍的に進むのではないか。たと

えば安原（2021）は、学校と学校外の組織をつなぐコー

ディネーターの役目を行う存在を整備する必要性を示

唆している。また、受け入れ体制を作ることにおいては、

管理職のリーダーシップが望まれる。

３）外部性と同僚性について　　　

　本稿ではこれまで「外部の専門家」という表現を使っ

てきたが、2015 年に文部科学省が打ち出した「チーム

学校」構想においては、SCと SSWer の定数化の実現に

言及されており、常勤化の可能性が出ている。青木ら

（2020）は SCの「外部性」の概念について、文部科学省

の見解を「学校外から派遣されているということと、教

員の専門性とは異なる専門性を持つ、という２つの側

面を持ち、かつ、SCが効果的に機能する際の重要な特

性のひとつと考えられているといってよいだろう」と

整理している。

　筆者は、「外部性」の良さは、「内部」とは異なる視点

を持ち、子どもや保護者、教師に対して「中立性」が

わかりやすく伝わることであると考えるが、普段学校

にいないために即時対応がしにくいことや、勤務時間

が短いために次の相談機会まで時間がかかるという難

点がある。今回の調査結果でも、連携阻害要因として

「勤務時間が短い」ゆえに「ちょっとした問題は頼めな

い」「話し合いの時間がとれない」という課題が出され

た。常勤化されるか勤務日の増加により長時間の配置

が可能になると、「外の人」から「仲間」となり「同僚性」

が生じてくるだろう。「同僚性」ができると、価値観や

方向性のすり合わせはしやすくなり、立ち話などで親

しみがわき、信頼関係が築きやすくなるという利点が

生まれると思われる。

　他方では、「同僚性」が広がりすぎると「外部性」が

狭まり、「中立性」とそのイメージが弱まって、常勤 SC

が教師集団の中に埋没する危険性が出てくるという指

摘もある（青木ら、2020）。林（青木ら、2020）は、こ

の危険性を回避するために、次の３つの留意点を挙げ

ている。①「同僚性」は“広げる”のではなく“深める”

ものととらえる。すなわち、常勤 SCと教師の職務の相

違を理解し、独自の役割を追求する。②学校を外側か

ら見てアセスメントしたり、有資格者の専門職として
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の校務を果たしたりすることによって「外部性」を保つ。

③子どもと保護者にとって、学校に対して中立な存在で

あり、守秘義務を果たす。そして、「常勤 SCには「外部性」

と「同僚性」の“加減”を考えていくことを願いたい」

と提案をまとめている。「同僚性」という概念を、学校

の内部にいようと外部にいようと、教育という職に携

わる感覚を持って共有できれば、求められる多職種連携

のあり方が学校現場で開拓できるのではないだろうか。

　筆者は、「外部性」と「同僚性」の課題は、人材養成

の課題とも関連していると考えている。学校文化と専門

家が育った文化との違いについては先述したが、それ

ぞれの養成課程の段階で、将来の多職種連携を見越し

た学びの機会が提供されていると、専門性の違いと協

力する良さのイメージが持ちやすく、理解しやすい土

壌ができるのではないかと期待している。教員免許を

持つ SCや SSWer は現在でも存在しているだろうし、臨

床心理士や社会福祉士などの資格を持つ教師もいるの

ではないだろうか。資格までは取らなくとも、養成課程

の段階で違う専門性を目指す学生同士が共に学んだり

交流したりする機会があると、潜在的な共感や「同僚性」

が育つのではないかと考える。教師とそれ以外の専門家

が、それぞれの文化や独自性、専門性がよって立つとこ

ろの違いを感じる機会を学生時代に持っておくことは、

将来の連携を成功させる要因となりえると考える。

５．まとめ

　現職教諭と管理職経験者を対象としたインタビュー

調査から、多職種連携に関するイメージや経験は、教

諭と管理職では、立場の違いが反映して多少違いがあ

ることがわかった。キーワードは、それぞれ『つなぐ』

『教師のプライド』『同僚性』と『専門家の力量』『教師

文化』『管理職のリーダーシップ』であった。連携を阻

害する要因として、教諭からは、教職員同士の連携を

進める方が先であるという現状、評価されたくない・

人には頼れないというプライドの高さ、専門家の勤務

時間が短かったり価値観や方向性に違いがあることに

よる同僚性の築きにくさが挙げられた。連携推進要因

としては、専門家が積極的な関わりの姿勢を示して教

師と一緒に活動すること、教師が専門家の職務内容を

知ること、信頼関係を築くことなどを通して成功経験

を積み重ね、連携が軌道に乗ることで良さを実感する

ことだった。

　管理職経験者では『専門家の力量』『教師文化』『管理

職のリーダーシップ』が重要なポイントであり、専門家

の専門性の高さと教師のプライドへのさり気ない配慮

が大切であるとされた。また管理職として、専門家の

勤務に関するマネジメントを行い、教師が安心感をもっ

て頼れるオープンな雰囲気の学校づくりを進めること

によって、子ども・保護者・教師を守るために連携が

推進されるという共通認識があることが理解された。

　最後に、本研究の課題と今後の展望について述べる。

課題は、「問題と目的」でもふれた通り調査対象者の人

数の少なさと偏りである。今後はさらに調査対象者を増

やして、妥当性を高めたい。展望としては、教師は連

携の良さを実感すると連携に前向きになるという結果

に注目し、連携の成功事例を集めたり具体的な連携方

法を伝えたりするなど、負担感を乗り越えて連携の良

さを実感してもらえるための工夫をしたい。これらの

情報を発信することにより、教師の新たな試みにトラ

イする意欲を高めることに貢献できたらと願っている。

本研究が子どもたちへの支援ならびに教師の働き方改

革とメンタルヘルスの改善に少しでも役に立てるよう、

結果を教育現場に活かす方法を模索していきたい。
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